
- 349 - 

8.2 対象事業に係る環境影響の総合的な評価 

本事業の実施に伴う環境への影響について、選定項⽬毎の調査、予測及び評価の結果は、

表8.2-1(1)〜(9)に⽰すとおりである。 

 

事業区域及び周辺は、国による『特定都市再⽣緊急整備地域』、札幌市による「第２次都⼼

まちづくり計画」の『札幌駅交流拠点』、「札幌駅交流拠点まちづくり計画」の『事業化検討

街区』等に位置付けられている(p.1〜7 参照)。 

また、事業区域は、札幌駅正⾯に位置し札幌の顔となる場所でありながら、⻄武百貨店札

幌店(旧五番館)が閉館後、街区の⼤部分が低・未利⽤な状態となっているほか、地区内の建

物の⽼朽化も進んでおり、札幌駅前にふさわしい⾼度利⽤と機能の更新及び防災性の向上が

課題となっている。 

本事業は、上位計画等の内容を踏まえ、札幌駅前にふさわしい⾼度利⽤と機能の更新等に

より、課題の解決を図るものである。 

 

今回、事業計画の内容を踏まえ、環境影響評価項⽬として、⼤気質、騒⾳、振動、⾵害、

⽔質、地盤沈下、⽇照阻害、電波障害、植物、動物、⽣態系、景観、⼈と⾃然との触れ合い

の活動の場、廃棄物等、温室効果ガスの15項⽬を選定し、調査、予測及び評価を⾏った。 

その結果、各環境影響評価項⽬において、国や札幌市等が定めている基準を下回る⼜は満

⾜するなどと予測された。さらに、環境保全のための措置を講じ影響の回避・低減に努めて

いる。 

以上のことから、本事業の実施に伴う環境影響の総合的な評価としては、予測結果を踏ま

え、⼯事の実施時や⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤時に様々な環境保全のための措置を講じ

ることで、⼀定の影響回避や低減が⾒込めると考え、事業者が実⾏可能な範囲内で環境に対

する配慮が適切に⾏われた計画であると評価する。 

なお、事業者としては、本事業の実施は、各環境影響評価項⽬の評価の指標等は達成され

ると考えるが、そのうち、影響予測の不確実性が⾼いと考える環境影響評価項⽬については、

⼯事の実施時や⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤時に事後調査(「第９章 事後調査の計画」

(p.368)参照)を実施する。 

事後調査において、本事業の実施に起因する著しい影響が確認された場合には、適切な対

応を図る考えである。 
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表8.2-1(1) 調査、予測及び評価の結果 

環境 

要素 

影響要因 

の区分 
調査内容 

予測内容 

予測⽅法 
環境保全のための措置 

⼤
気
質 

⼯事の実施 

・建 設 機 械 の

稼働 

・資 材 及 び 機

械 の 運 搬 に

⽤ い る ⾞ 両

の運⾏ 

 

⼟地⼜は⼯作

物の存在及び

供⽤ 

・事業活動 

・資 材 等 の 搬

出⼊ 

a. ⼤気質の状況 

(ｱ) ⼆酸化窒素 

(ｲ) 浮遊粒⼦状物質 

b. ⾃然的・社会的状況 

(ｱ) 気象の状況 

1) ⾵向・⾵速 

2) ⼤ 気 安 定 度 ( ⽇ 射

量・雲量)  

(ｲ) 規制等の状況 

1) ⼤ 気 汚 染 に 係 る 環

境基準 

2) 周辺の⼟地利⽤ 

3) ⾃ 動 ⾞ 交 通 量 の 状

況 

予測内容 

⼯事の実施 

・建設機械の稼働により変

化する⼤気汚染物質の濃

度 

・⼯事⽤⾞両の運⾏により

変化する⼤気汚染物質の

濃度 

 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び

供⽤ 

・地下駐⾞場の供⽤及び施

設の稼働により変化する

⼤気汚染物質の濃度 

・供⽤後の資材等の搬出⼊

⾞両及び来場者関係⾞両

の運⾏により変化する⼤

気汚染物質の濃度 

予測⽅法 

⼤気拡散式(プルームモデ

ル、パフモデル)を⽤いた定

量的な⽅法とした。 

予測地域 

最⼤着地濃度が出現する

地点を含む範囲、⼜は⾞両の

主な⾛⾏ルート上の地点と

した。 

予測時期 

⼯事の実施による影響が

最⼤となる時期、⼜は供⽤開

始後事業活動が定常状態に

達した時期とした。 

⼯事の実施 

・⼯事区域周囲には、⾼さ３ｍの仮囲

いを設置する。 

・最新の排出ガス対策型建設機械の

採⽤に努める。 

・⼯事区域周囲には仮囲いを設置し、

必要に応じて散⽔を⾏い粉じんの

⾶散防⽌に努める。 

・建設機械の稼働台数、⼯事⽤⾞両の

⾛⾏台数が⼀時期に集中しないよ

うに、適切な⼯事計画の検討に努め

る。 

・⼟砂や資機材の搬出⼊⾞両のタイヤ

に付着した泥⼟の⽔洗いを⾏うた

め、洗⾞設備を出⼊⼝付近に設置

し、⼟砂により事業区域周辺道路を

汚損しないよう配慮する。 

など 

 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

・駐⾞場内等におけるアイドリングス

トップの励⾏等に努める。 

・適切な荷捌き施設を計画するなど、

物流効率化に努める。 

・低負荷型の熱源設備の採⽤に努め

る。 

・建物外装仕様等を検討し、建築物の

熱負荷低減に努める。 

など 

騒

 
 

⾳ 
⼯事の実施 

・建 設 機 械 の

稼働 

・資 材 及 び 機

械 の 運 搬 に

⽤ い る ⾞ 両

の運⾏ 

 

⼟地⼜は⼯作

物の存在及び

供⽤ 

・資 材 等 の 搬

出⼊ 

a. 騒⾳の状況 

(ｱ) 環境騒⾳ 

(ｲ) ⾃動⾞騒⾳ 

b. ⾃然的・社会的状況 

(ｱ) 規制等の状況 

1) 騒 ⾳ に 係 る 環 境 基

準、規制基準 

2) 周辺の⼟地利⽤ 

3) ⾃ 動 ⾞ 交 通 量 の 状

況 

予測内容 

⼯事の実施 

・建設機械の稼働に伴う騒

⾳レベル 

・⼯事⽤⾞両の運⾏に伴う

騒⾳レベル 

 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び

供⽤ 

・供⽤後の資材等の搬出⼊

⾞両及び来場者関係⾞両

の運⾏に伴う騒⾳レベル 

 

⼯事の実施 

・⼯事区域周囲には鋼製仮囲い(⾼さ

３ｍ)を設置し、必要に応じて防⾳

シート等を設け、騒⾳の影響低減に

努める。 

・低騒⾳型の建設機械の採⽤に努め

る。 

・低騒⾳・低振動⼯法の採⽤に努め

る。 

・建設機械の稼働台数、⼯事⽤⾞両の

⾛⾏台数が⼀時期に集中しないよ

うに、適切な⼯事計画の検討に努め

る。 
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予測及び評価の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準・⽬標 

との⽐較 

⼯事の実施 

【建設機械の稼働により変化する⼤気汚染物質の濃度】 

・⼆酸化窒素の⽇平均値の年間98%値は0.057ppm、浮遊粒⼦状物質の⽇平均値の２％除外値は

0.041mg/m3であり、⼤気汚染に係る環境基準※を下回ると評価する。 

【⼯事⽤⾞両の運⾏により変化する⼤気汚染物質の濃度】 

・⼆酸化窒素の⽇平均値の年間98%値は0.027ppm、浮遊粒⼦状物質の⽇平均値の２％除外値は

0.029mg/m3であり、⼤気汚染に係る環境基準※を下回ると評価する。 

 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

【地下駐⾞場の供⽤及び施設の稼働により変化する⼤気汚染物質の濃度】 

・⼆酸化窒素の⽇平均値の年間98%値は0.027ppm、浮遊粒⼦状物質の⽇平均値の２％除外値は

0.029mg/m3であり、⼤気汚染に係る環境基準※を下回ると評価する。 

【供⽤後の資材等の搬出⼊⾞両及び来場者関係⾞両の運⾏により変化する⼤気汚染物質の濃度】 

・⼆酸化窒素の⽇平均値の年間98%値は0.027ppm、浮遊粒⼦状物質の⽇平均値の２％除外値は

0.029mg/m3であり、⼤気汚染に係る環境基準※を下回ると評価する。 

 

※⼤気汚染に係る環境基準 

⼆ 酸 化 窒 素： １時間値の１⽇平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内⼜はそれ以下

 であること 

浮遊粒⼦状物質： １ 時 間 値 の １ ⽇ 平 均 値 が 0.10mg/m3 以 下 で あ り 、 か つ 、 １ 時 間 値 が

 0.20mg/m3以下であること 

回避・低減 

に係る評価 

本事業では、⼯事中には最新の排出ガス対策型建設機械の採⽤に努めること、⼟砂や資機材の搬

出⼊⾞両のタイヤに付着した泥⼟の⽔洗いを⾏うため、洗⾞設備を出⼊⼝付近に設置すること等、

供⽤後には駐⾞場内等におけるアイドリングストップの励⾏等に努めること、低負荷型の熱源設備

の採⽤に努めること等を実施することから、⼤気質への影響は、事業者の実⾏可能な範囲内で回避・

低減されていると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準・⽬標 

との⽐較 

⼯事の実施 

【建設機械の稼働に伴う騒⾳レベル】 

・建設機械の稼働に伴う影響が最⼤になると予測される時期における最⼤騒⾳レベルは、解体⼯事

で76dB、新築⼯事で76dBであり、評価の指標とした「特定建設作業に伴って発⽣する騒⾳の規制

に関する基準」の規制基準(85dB以下)を下回ると評価する。 

【⼯事⽤⾞両の運⾏に伴う騒⾳レベル】 

・⼯事⽤⾞両の⾛⾏台数が最⼤となる時期において、道路端の騒⾳レベルは⼯事⽤⾞両が⾛⾏する

時間(６時〜19時)を含む昼間(６時〜22時)が62〜68dBであり、すべての地点で評価の指標とした

環境基準※を下回ると評価する。⼯事⽤⾞両の運⾏に伴う騒⾳レベルの増加分は、１dB以下(0.5dB

以下)である。 

 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

【供⽤後の資材等の搬出⼊⾞両及び来場者関係⾞両の運⾏に伴う騒⾳レベル】 

・供⽤開始後事業活動が定常状態に達した時期において、道路端の騒⾳レベルは昼間(６〜22時)が

62〜68dB、夜間(22時〜６時)が55〜63dBであり、すべての地点で評価の指標とした環境基準※を

下回ると評価する。関係⾞両の運⾏に伴う騒⾳レベルの増加分は、２dB以下(1.1dB以下)である。 

 
※騒⾳に係る環境基準(幹線交通を担う道路に近接する空間) 

：昼間70dB以下、夜間65dB以下 
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表8.2-1(2) 調査、予測及び評価の結果 

環境 

要素 

影響要因 

の区分 
調査内容 

予測内容 

予測⽅法 
環境保全のための措置 

騒

 
 

⾳
︵
つ
づ
き
︶ 

− − 

予測⽅法 

・建設機械 

伝搬理論式を⽤いて騒⾳

レベル「90%レンジの上端値

(LA5)」を予測する定量的な

⽅法とした。 

・⾞ 両 

⽇ 本 ⾳ 響 学 会 式 (ASJ 

RTN-Model2018) を ⽤ い て

等価騒⾳レベル(LAeq)を予測

する定量的な⽅法とした。 

予測地域 

最⼤騒⾳レベルが出現す

る地点を含む範囲、⼜は⾞両

の主な⾛⾏ルート上の地点

とした。 

予測時期 

⼯事の実施による影響が

最⼤となる時期、⼜は供⽤開

始後事業活動が定常状態に

達した時期とした。 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

・適切な荷捌き施設を計画するなど、

物流効率化に努める。 

・地下鉄駅等の公共交通機関との歩

⾏者ネットワークを検討すること

により、⾃動⾞以外の公共交通機関

利⽤も選択肢とし、建物利⽤者の利

⽤交通⼿段の分散を図ることで、⾃

動⾞交通⾛⾏に伴う騒⾳・振動の影

響の低減に努める。 

振

 
 

動 

⼯事の実施 

・建 設 機 械 の

稼働 

・資 材 及 び 機

械 の 運 搬 に

⽤ い る ⾞ 両

の運⾏ 

 

⼟地⼜は⼯作

物の存在及び

供⽤ 

・資材等の搬

出⼊ 

a. 振動の状況 

(ｱ) 環境振動 

(ｲ) 道路交通振動 

b. ⾃然的・社会的状況 

(ｱ) 規制等の状況 

1) 振 動 に 係 る 規 制 基

準 

2) 周辺の⼟地利⽤ 

3) ⾃ 動 ⾞ 交 通 量 の 状

況 

4) 地盤卓越振動数 

予測内容 

⼯事の実施 

・建設機械の稼働に伴う振

動レベル 

・⼯事⽤⾞両の運⾏に伴う

振動レベル 

 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び

供⽤ 

・供⽤後の資材等の搬出⼊

⾞両及び来場者関係⾞両

の運⾏に伴う振動レベル 

予測⽅法 

・建設機械 

伝搬理論式を⽤いて振動

レベル「80%レンジの上端値

(L10)」を予測する定量的な⽅

法とした。 

・⾞ 両 

「道路環境影響評価の技

術⼿法(平成24年度版)」に⽰

される計算式を⽤いて振動

レベル「80%レンジの上端値

(L10)」を予測する定量的な⽅

法とした。 

予測地域 

最⼤振動レベルが出現す

る地点を含む範囲、⼜は⾞両

の主な⾛⾏ルート上の地点

とした。 

⼯事の実施 

・低騒⾳・低振動⼯法の採⽤に努め

る。 

・建設機械の稼働台数、⼯事⽤⾞両の

⾛⾏台数が⼀時期に集中しないよ

うに、適切な⼯事計画の検討に努め

る。 

 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

・適切な荷捌き施設を計画するなど、

物流効率化に努める。 

・地下鉄駅等の公共交通機関との歩

⾏者ネットワークを検討すること

により、⾃動⾞以外の公共交通機関

利⽤も選択肢とし、建物利⽤者の利

⽤交通⼿段の分散を図ることで、⾃

動⾞交通⾛⾏に伴う騒⾳・振動の影

響の低減に努める。 
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予測及び評価の結果 

 

回避・低減 

に係る評価 

本事業では、⼯事中には低騒⾳型の建設機械の採⽤に努めること、建設機械の稼働台数、⼯事⽤

⾞両の⾛⾏台数が⼀時期に集中しないように、適切な⼯事計画の検討に努めること等、供⽤後には

適切な荷捌き施設を計画するなど、物流効率化に努めること等を実施することから、騒⾳への影響

は、事業者の実⾏可能な範囲内で回避・低減されていると評価する。 

 

基準・⽬標 

との⽐較 

⼯事の実施 

【建設機械の稼働に伴う振動レベル】 

・建設機械の稼働に伴う影響が最⼤になると予測される時期における最⼤振動レベルは、解体⼯事

で73dB、新築⼯事で74dBであり、評価の指標とした「特定建設作業に伴って発⽣する振動の規制

に関する基準」の規制基準(75dB以下)を下回ると評価する。 

【⼯事⽤⾞両の運⾏に伴う振動レベル】 

・⼯事⽤⾞両の⾛⾏台数が最⼤となる時期において、⼯事⽤⾞両が⾛⾏する時間(６時〜19時：昼間

[８時〜19時]、夜間[６時〜８時])の道路端の最⼤振動レベルは昼間が37〜42dB、夜間が33〜

43dBであり、すべての地点で評価の指標とした「道路交通振動に係る要請限度」の基準値(昼間

70dB以下、夜間65dB以下〈第⼆種区域〉)を下回ると評価する。⼯事⽤⾞両の運⾏に伴う振動レ

ベルの増加分は、１dB以下(1.1dB以下)である。 

 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

【供⽤後の資材等の搬出⼊⾞両及び来場者関係⾞両の運⾏に伴う振動レベル】 

・供⽤開始後事業活動が定常状態に達した時期において、道路端の最⼤振動レベルは昼間が37〜

46dB、夜間は35〜45dBであり、すべての地点で、評価の指標とした「道路交通振動に係る要請

限度」の基準値(昼間70dB以下、夜間65dB以下〈第⼆種区域〉)を下回ると評価する。関係⾞両の

運⾏に伴う振動レベルの増加分は、１dB以下(1.4dB以下)である。 

 

回避・低減 

に係る評価 

本事業では、⼯事中には低振動⼯法の採⽤に努めること、 建設機械の稼働台数、⼯事⽤⾞両の

⾛⾏台数が⼀時期に集中しないように、適切な⼯事計画の検討に努めること等、供⽤後には適切な

荷捌き施設を計画するなど、物流効率化に努めること等を実施することから、振動への影響は、事

業者の実⾏可能な範囲内で回避・低減されていると評価する。 
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表8.2-1(3) 調査、予測及び評価の結果 

環境 

要素 

影響要因 

の区分 
調査内容 

予測内容 

予測⽅法 
環境保全のための措置 

振
動
︵
つ
づ
き
︶ 

− − 

予測時期 

⼯事の実施による影響が

最⼤となる時期、⼜は供⽤開

始後事業活動が定常状態に

達した時期とした。 

− 

⾵

 
 

害 

⼟地⼜は⼯作

物の存在及び

供⽤ 

・地 形 改 変 後

の ⼟ 地 及 び

⼯ 作 物 の 存

在 

a. ⾵向・⾵速の状況 

(ｱ) 上空⾵の状況 

(ｲ) 地 表 付 近 の ⾵ の 状

況 

b. ⾃然的・社会的状況 

(ｱ) 規制等の状況 

1) ⾵ の 影 響 に 特 に 配

慮すべき施設 

2) ⾵ 害 に つ い て 考 慮

すべき建築物 

3) 地形 

4) 周辺の⼟地利⽤ 

予測内容 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び

供⽤ 

・平均⾵向、平均⾵速の状況

並びにそれらの変化する

地域の範囲及び変化の程

度 

・年間における強⾵の出現

頻度 

予測⽅法 

事業区域内の計画建築物

等や予測地域の建物状況等

を模型に再現し、⾵洞装置を

⽤ い て 上 空 の ⾵ 向 別 (16 ⽅

位)に地上の⾵向、⾵速を求

める⾵洞実験による⽅法と

した。 

予測地域 

予測地域は、対象事業の実

施により⾵害の影響を受け

るおそれのある地域とした。 

予測時期 

計画建築物の建設⼯事の

完了した時期とした。 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

・基壇部を確保することにより、吹降

ろしによる地上付近におけるビル

⾵の影響低減に努める。 

・配慮書段階の検討において、計画建

築部の存在により事業区域近傍で

⾵速が早くなる傾向にあることが

確認されたことから、⼀般的な対策

⼿法として⾼層部の⾼さを配慮書A

案(約240m)から低く計画すること

で、吹降ろしによる地上付近におけ

るビル⾵の影響低減に努める。 

・配慮書段階の検討において、計画建

築部の存在により事業区域近傍で

⾵速が早くなる傾向にあることが

確認されたことから、⼀般的な対策

⼿法として⾼層部の隅⾓部を丸く

計画(隅丸)することにより、剥離流

等によるビル⾵の影響低減に努め

る。 

・⾼層部の形状を東⻄⽅向にスリム

化し、卓越⾵向(南東及び北⻄)に対

する⾼層部の⾒付幅を⼩さく計画

した。 

・⾼さ７ｍの位置に庇を計画し、⾼層

部からの吹降ろし及び剥離流へ配

慮した。 

⽔

 
 

質 

⼯事の実施 

・建 設 機 械 の

稼働 

・資 材 及 び 機

械 の 運 搬 に

⽤ い る ⾞ 両

の運⾏ 

・切 ⼟ ⼯ 及 び

盛 ⼟ ⼯ 等 に

よ る 造 成 ⼯

事 並 び に ⼯

作 物 の 設 置

等 

a. ⽔質の状況 

(ｱ) ⽔ 質 汚 濁 に 係 る 環

境基準の項⽬ 

b. ⾃然的・社会的状況 

(ｱ) ⽔象等の状況 

1) ⽔象の状況 

2) 気象の状況 

(ｲ) 規制等の状況 

1) ⽔ 質 汚 濁 に 係 る 環

境基準、排⽔基準 

予測内容 

⼯事の実施 

・建設機械の稼働に伴う⽔

質汚濁物質の状況 

・⼯事⽤⾞両の運⾏に伴う

⽔質汚濁物質の状況 

・地下構造物の存在に伴う

⽔質汚濁物質の状況 

予測⽅法 

⼯事計画に基づき、⼯事中

の排⽔処理⽅法及び排⽔⽅

法、排⽔中の浮遊物質(SS)を

整理する定性的な⽅法とし

た。 

予測地域 

予測地域は、対象事業の実

施により⽔質が影響を受け

るおそれがある地域とした。 

⼯事の実施 

・地下⼯事等に伴い発⽣する⼯事排

⽔は、事業区域内に設置する仮沈砂

槽等の処理施設にて、排⽔先の排⽔

基準以下に適正に処理した後、排⽔

するよう努める。 

・仮沈砂槽等からの排⽔は、適時測定

を⾏い、排⽔先の排⽔基準以下であ

ることを確認する。 
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予測及び評価の結果 

 

− − 

 

基準・⽬標 

との⽐較 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

・計画建築物の存在により、強⾵地域相当(好ましくない⾵環境)の領域Dが２地点出現すると予測

されたが、追加の環境保全のための措置を実施することにより、領域A(住宅街でみられる⾵環境)

が91地点、領域B(住宅地とオフィス街の中間的な街区で⾒られる⾵環境)が91地点、領域C(オフ

ィス街で⾒られる⾵環境)が23地点となり、領域Dは出現しない。 

以上のことから、計画建築物の存在により、事業区域周辺地域の⾵環境に変化はあるものの、環

境保全のための措置を実施することで、領域A、領域B及び領域C相当の⾵環境となり、事業区域

及びその周辺の⼟地利⽤に対応し、評価の指標とした「⾵⼯学研究所の提案による⾵環境評価指

標※」を満⾜すると評価する。 

 

※：⾵⼯学研究所の提案による⾵環境評価指標 

領域A 住宅地相当(住宅街でみられる⾵環境) 

領域B 低中層市街地相当(住宅地とオフィス街の中間的な街区で⾒られる⾵環境) 

領域C 中⾼層市街地相当(オフィス街で⾒られる⾵環境) 

領域D 強⾵地域相当(好ましくない⾵環境) 

回避・低減 

に係る評価 

本事業では、ビル⾵の影響低減のために、基壇部を確保すること、⾼層部の⾼さを低くすること、

⾼層部の隅⾓部を丸くすること、庇の設置等を実施することから、⾵害の影響は、事業者の実⾏可

能な範囲内で回避・低減されていると評価する。 

 

回避・低減 

に係る評価 

本事業では、⼯事中の仮沈砂槽からの排⽔の⽔質は、類似事例による仮沈砂槽からの排⽔濃度

(SS)によると１〜76mg/Lであり、札幌市下⽔道条例に基づく下⽔の排除の制限(基準：600mg/L以

下)、及び⽔質汚濁防⽌法に基づく⽣活環境項⽬に係る排⽔基準(⼀律排⽔基準：200mg/L以下)を下

回る。 

また、地下⼯事等に伴い発⽣する⼯事排⽔は、事業区域内に設置する仮沈砂槽等の処理施設にて、

排⽔先の排⽔基準以下に適正に処理した後、排⽔すること、仮沈砂槽等からの排⽔は、適時測定を

⾏い、排⽔先の排⽔基準以下であることを確認することから、下⽔道⼜は創成川の⽔質への影響は、

事業者の実⾏可能な範囲内で回避・低減されていると評価する。 
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表8.2-1(4) 調査、予測及び評価の結果 

環境 

要素 

影響要因 

の区分 
調査内容 

予測内容 

予測⽅法 
環境保全のための措置 

⽔
質
︵
つ
づ
き
︶ 

− − 

予測時期 

⼯事中の代表的な時期と

して、解体⼯事及び新築⼯事

の随時とした。 
− 

地
盤
沈
下 

⼯事の実施 

・切⼟⼯及び

盛 ⼟ ⼯ 等 に

よ る 造 成 ⼯

事 並 び に ⼯

作 物 の 設 置

等 

 

⼟地⼜は⼯作

物の存在及び

供⽤ 

・事業活動 

a. 地盤沈下の状況 

(ｱ) 地盤沈下の状況 

b. ⾃然的・社会的状況 

(ｱ) 地盤等の状況 

1) 地質構造、軟弱地盤

の分布、⼟層の透⽔

性及び圧密状況等 

2) 地下⽔の賦存状況、

地 下 ⽔ の ⽔ 位 及 び

揚⽔の状況等 

(ｲ) 規制等の状況 

1) 地 盤 沈 下 に 係 る 規

制 

予測内容 

⼯事の実施 

・地下構造物の存在に伴う

地盤沈下の変動及びその

範囲 

 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び

供⽤ 

・供⽤後の地下⽔の揚⽔に

伴う地盤沈下⼜は地下⽔

位の変動及びその範囲 

予測⽅法 

・⼯事の実施 

事計画及び調査結果に基

づき、地盤の変形の程度及び

その範囲並びに地下⽔の⽔

位及び流況の変化による地

盤沈下の変動及びその範囲

を定性的に予測する⽅法と

した 

・⼟地⼜は⼯作物の存在及

び供⽤ 

地下⽔揚⽔による地下⽔

位の変動の程度について、井

⼾理論式を⽤いて定量的に

予測する⽅法、地盤沈下につ

いては、事業区域及びその周

囲における地盤等の状況を

踏まえ、定性的に予測する⽅

法とした 

予測地域 

予測地域は、対象事業の実

施により地盤が沈下するお

それのある範囲を含む地域

とした。 

予測時期 

⼯事中の代表的な時期と

して、新築⼯事の掘削深さが

最⼤となる時点、及び供⽤開

始後事業活動が定常状態に

達した時期とした。 

⼯事の実施 

・地下⼯事に際しては、掘削部分の地

盤が崩壊しないよう、掘削部分の周

囲に剛性の⾼い⼭留壁を構築する

よう努める。 

・⼯事中の地下⽔位は、⼭留⼯事の１

ヶ⽉前から掘削⼯事完了後３ヶ⽉

⽬まで継続して地下⽔位の観測を

⾏う。 

・「札幌市⽣活環境の確保に関する

条例」に準拠し、⼯事着⼿前には、

地下掘削⼯事の届出(⼯事場所の周

辺の地盤の標⾼及び地下⽔位、予想

されるゆう出⽔の量及びその処理

⽅法等)、⼯事中には、地下⽔ゆう出

量等の報告(地下⽔のゆう出量⼜は

排⽔量、⼯事場所の周辺の地盤の標

⾼及び地下⽔位並びにその変動量

並びにその測定⽇等)を実施する。 

 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

・「札幌市⽣活環境の確保に関する

条例」に準拠し、揚⽔施設設置前に

は、揚⽔施設の設置の届出(地盤の

標⾼、井⼾深度その他の揚⽔施設の

概要、地下⽔を採取する基準となる

⽔量等)、供⽤開始後には、地下⽔採

取 量 報 告 (地 下 ⽔ 使 ⽤ 量 の 実 態 把

握、届出⽔量との⽐較のため毎⽉使

⽤量の測定・記録を⾏い、毎年１回

の報告等)を実施する。 

  



- 357 - 

 

 
予測及び評価の結果 

− − 

 

回避・低減 

に係る評価 

本事業の⼯事中においては、掘削範囲である計画建築物周囲に、遮⽔性が⾼く剛性のあるソイル

セメント柱列壁(⼭留壁)を構築し、掘削に伴う周辺地盤の変形及び地盤沈下を抑制する計画である。 

供⽤後においては、地下⽔の揚⽔により⽣じる地下⽔位の低下量は、事業区域内で実施した地下

⽔位現地調査の年変動の範囲内に収まっており、事業区域は扇状地部に位置し、砂礫、砂を主要層

とする地質であり、地盤沈下が⽣じにくい状況にある。 

また、⼯事中には地下⽔位の継続観測を実施すること、⼯事中、供⽤後には「札幌市⽣活環境の

確保に関する条例」に準拠し、⼯事中の地下⽔ゆう出量や供⽤後の地下⽔使⽤量の報告を⾏うこと

から、地盤沈下の影響は、事業者の実⾏可能な範囲内で回避・低減されていると評価する。 
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表8.2-1(5) 調査、予測及び評価の結果 

環境 

要素 

影響要因 

の区分 
調査内容 

予測内容 

予測⽅法 
環境保全のための措置 

⽇
照
阻
害 

⼟地⼜は⼯作

物の存在及び

供⽤ 

・地 形 改 変 後

の ⼟ 地 及 び

⼯ 作 物 の 存

在 

a. ⽇影の状況 

(ｱ) ⽇影の状況 

b. ⾃然的・社会的状況 

(ｱ) 規制等の状況 

1) 都 市 計 画 法 に 基 づ

く⽤途地域 

2) 建 築 基 準 法 に 基 づ

く⽇影の規制基準 

3) 既 存 建 築 物 及 び ⽇

照 阻 害 の 影 響 に 特

に 配 慮 す べ き 施 設

等 

4) 地形 

予測内容 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び

供⽤ 

・冬⾄⽇における⽇影の範

囲、⽇影となる時刻及び時

間数等の⽇影の状況の変

化の程度 

・⽇照阻害の影響に特に配

慮すべき施設等における

⽇影となる時刻及び時間

数等の⽇影の状況の変化

の程度 

予測⽅法 

事業計画に基づき、冬⾄⽇

の計画建築物による時刻別

⽇影図、等時間⽇影図をコン

ピュータにより計算・作図す

る⽅法、及び事業計画に基づ

き現況の天空写真と計画建

築物の射影を合成し、太陽軌

道を重ね合わせた天空写真

を作成する⽅法とした。 

予測地域 

予測地域は、対象事業の実

施により⽇照阻害の影響を

受けるおそれのある地域と

した。 

予測時期 

計画建築物の建設⼯事の

完了した時期とした。 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

・⾼ 層 部 の ⾼ さ を 配 慮 書 A 案 ( 約

240m)から低く計画することで、事

業区域遠⽅の地域に対して、計画建

築物により⽇影となる距離が短く

なるように努める。 

・⾼層部を事業区域南側に配置する

ことで、事業区域北側の札幌駅南⼝

駅前広場を含む事業区域近傍の地

域に対して、計画建築物による⽇影

の影響範囲が⼩さくなるように努

める。 

電
波
障
害 

⼟地⼜は⼯作

物の存在及び

供⽤ 

・地 形 改 変 後

の ⼟ 地 及 び

⼯ 作 物 の 存

在 

a. テレビ電波の状況 

(ｱ) テ レ ビ 電 波 の 受 信

状況 

1) テ レ ビ の 受 信 画 質

の状況 

2) テ レ ビ 電 波 の 強 度

の状況 

3) 共 同 ア ン テ ナ の 設

置 状 況 等 テ レ ビ 電

波の受信形態 

(ｲ) テ レ ビ 電 波 の 送 信

状況 

b. ⾃然的・社会的状況 

(ｱ) 規制等の状況 

1) ⾼ 層 建 築 物 及 び 住

宅等の分布 

2) 地形 

予測内容 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び

供⽤ 

・計画建築物の設置による

遮へい障害及び反射障害 

予測⽅法 

建造物による電波障害予

測計算式によりテレビ電波

の受信障害の範囲を予測す

る⽅法とした。 

予測地域 

予測地域は、対象事業の実

施により電波障害の影響を

受けるおそれのある地域と

した。 

予測時期 

計画建築物の建設⼯事の

完了した時期とした。 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

・⾼ 層 部 の ⾼ さ を 配 慮 書 A 案 ( 約

240m)から低く計画することで、計

画建築物によるテレビ電波の遮へ

い障害範囲が⼩さくなるように努

める。 

・計画建築物に起因して新たなテレ

ビ電波障害が⽣じることが明らか

となった場合には、適切な障害対策

を検討・実施し、影響を解消するよ

う努める。（例えば、アンテナ調整に

よる対策等。） 
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予測及び評価の結果 

基準・⽬標 

との⽐較 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

・事業区域及びその周辺は、⼤部分が⽇影規制の規制対象区域外(商業地域)であり、計画建築物に

よる⽇影が⽣じる可能性がある北⻄から北東の区域では、事業区域境界から北⻄約500m以遠の

第⼀種住居地域、北東約600m以遠の第⼀種住居地域及び近隣商業地域周辺が規制対象区域とな

っているが、⽇影規制対象区域に対して、計画建築物による１時間以上の⽇影は⽣じない。 

以上のことから、評価の指標とした「建築基準法に基づく⽇影の規制」の規制される⽇影時間(2.5

時間)を下回り、⽇影規制を満⾜すると評価する。 

回避・低減 

に係る評価 

本事業では、⽇照阻害の影響低減のために、⾼層部の⾼さを配慮書A案(約240m)から低く計画す

ること、⾼層部を事業区域南側に配置すること等を実施することから、⽇照阻害の影響は、事業者

の実⾏可能な範囲内で回避・低減されていると評価する。 

また、⽇照阻害の影響に特に配慮すべき施設について、計画建築物による⽇影が⽣じる可能性が

ある施設は、福祉施設が２施設(b2：愛和えるむ保育園、b11：札幌市男⼥共同参画センター等)存在

するが、各施設への影響は１時間未満である。広場として利⽤されている札幌駅南⼝駅前広場にお

ける計画建物により増加する⽇影時間(冬⾄⽇)は最⼤約２時間10分(旧⻄武百貨店⽴地時点から最

⼤約30分)、札幌駅北⼝駅前広場では０分であり、⽇照阻害の影響は、事業者の実⾏可能な範囲内で

回避・低減されていると評価する。 

 

回避・低減 

に係る評価 

計画建築物により、地上デジタル放送については事業区域の東⽅向の⼀部の地域において遮へい

障害が、衛星放送については事業区域の北東⽅向の⼀部の地域において遮へい障害が⽣じる可能性

がある。 

本事業では、電波障害の影響低減のために、⾼層部の⾼さを配慮書A案(約240m)から低く計画す

ること、計画建築物に起因して新たなテレビ電波障害が⽣じることが明らかとなった場合には、適

切な障害対策を検討・実施し、影響を解消するよう努めることを実施することから、電波障害の影

響は、事業者の実⾏可能な範囲内で回避・低減されていると評価する。 
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表8.2-1(6) 調査、予測及び評価の結果 

環境 

要素 

影響要因 

の区分 
調査内容 

予測内容 

予測⽅法 
環境保全のための措置 

植

 
 

物 

⼟地⼜は⼯作

物の存在及び

供⽤ 

・地 形 改 変 後

の ⼟ 地 及 び

⼯ 作 物 の 存

在 

a. 植物の状況 

(ｱ) 植 物 相 及 び 植 ⽣ の

状況 

(ｲ) 注 ⽬ す べ き 植 物 種

及 び 植 物 群 落 の 分

布並びに⽣育状況 

(ｳ) 保全対象の状況 

(ｴ) ⽣育環境の状況 

b. ⾃然的・社会的状況 

(ｱ) 規制等の状況 

予測内容 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び

供⽤ 

・個体への影響 

・個体群への影響 

・植物群落への影響 

予測⽅法 

保全対象の抽出を⾏い、保

全対象の⽣育環境に対する

間接的影響(⾵環境、⽇照等

の変化)を推定することで、

保全対象の変化を定性的に

予測する⽅法とした 

予測地域 

予測地域は、対象事業の実

施により保全対象が影響を

受けるおそれのある地域と

した。 

予測時期 

計画建築物の建設⼯事の

完了した時期とした。 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

・⾵害に対する環境保全のための措

置の内容を参照 

・⽇照阻害に対する環境保全のため

の措置の内容を参照 

動

 
 

物 

⼟地⼜は⼯作

物の存在及び

供⽤ 

・地 形 改 変 後

の ⼟ 地 及 び

⼯ 作 物 の 存

在 

a. 動物の状況 

(ｱ) 動物相の状況 

(ｲ) 希少性、地域⽣態系

の代表性、分布の特

性 等 の 観 点 か ら 特

に 配 慮 す べ き 保 全

対 象 と し て 選 定 し

た 動 物 の ⽣ 息 状 況

及び⽣態 

(ｳ) 保全対象の状況 

(ｴ) ⽣息環境の状況 

b. ⾃然的・社会的状況 

(ｱ) 規制等の状況 

予測内容 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び

供⽤ 

・個体への影響 

・個体群への影響 

・⽣息地(群落)への影響 

予測⽅法 

保全対象の抽出を⾏い、保

全対象の⽣息環境に対する

間接的影響(⾵環境、⽇照等

の変化)を推定することで、

保全対象の変化を定性的に

予測する⽅法とした。 

予測地域 

予測地域は、対象事業の実

施により保全対象が影響を

受けるおそれのある地域と

した。 

予測時期 

計画建築物の建設⼯事の

完了した時期とした。 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

・⾵害に対する環境保全のための措

置の内容を参照 

・⽇照阻害に対する環境保全のため

の措置の内容を参照 

・⾼層建築物の建設に伴い、⿃類の渡

りの時期や移動途中の際に衝突事

故が懸念されることから、空の映り

込み等に配慮した外壁材の採⽤等

について検討する。 
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予測及び評価の結果 

回避・低減 

に係る評価 

事業区域及びその周囲においては、⾚れんが庁舎前庭内で保全対象とした植物種が確認された。 

本事業では⾚れんが庁舎前庭内の直接的な環境の改変はないこと、計画建築物の存在により保全

対象とした植物種の⽣育箇所への間接的影響(⾵環境、⽇照の変化)は軽微であると考えられること

から、植物への影響は、事業者の実施可能な範囲内で回避・低減されていると評価する。 

 

回避・低減 

に係る評価 

事業区域及びその周囲においては、⾚れんが庁舎前庭内で保全対象とした動物種が確認された。 

本事業では⾚れんが庁舎前庭内の直接的な環境の改変はないこと、計画建築物の存在により保全

対象とした動物種や個体群の⽣息箇所への間接的影響(⾵環境、⽇照の変化)は軽微であると考えら

れることから、動物への影響は、事業者の実施可能な範囲内で回避・低減されていると評価する。 

なお、⾶翔する動物種の移動経路は、計画建築物の存在により縮⼩される可能性があるが、通過

可能な空間は周辺に広く分布していること、計画建築物への⿃類の衝突事故に対して空の映り込み

等に配慮した外壁材の採⽤等について検討することから、移動経路への影響は軽微であると考えら

れる。 
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表8.2-1(7) 調査、予測及び評価の結果 

環境 

要素 

影響要因 

の区分 
調査内容 

予測内容 

予測⽅法 
環境保全のための措置 

⽣
態
系 

⼟地⼜は⼯作

物の存在及び

供⽤ 

・地 形 改 変 後

の ⼟ 地 及 び

⼯ 作 物 の 存

在 

a. ⽣態系の状況 

(ｱ) ⽣態系の構成種、個

体 群 及 び ⽣ 物 群 集

の相互関係 

(ｲ) 地 域 を 特 徴 づ け る

⽣態系に関し、特に

配 慮 す べ き 保 全 対

象 と し て 選 定 し た

⽣ 物 種 ⼜ は ⽣ 物 群

集 

予測内容 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び

供⽤ 

・対象事業の実施が⽣態系

の重要な要素に与える影

響の程度 

予測⽅法 

保全対象の抽出を⾏い、保

全対象の⽣育・⽣息環境に対

する間接的影響(⾵環境、⽇

照等の変化)を推定すること

で、保全対象の変化を定性的

に予測する⽅法とした。 

予測地域 

予測地域は、対象事業の実

施により保全対象が影響を

受けるおそれのある地域と

した。 

予測時期 

計画建築物の建設⼯事の

完了した時期とした。 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

・⾵害に対する環境保全のための措

置の内容を参照 

・⽇照阻害に対する環境保全のため

の措置の内容を参照 

・動物に対する環境保全のための措

置の内容を参照 

 

景

 
 

観 

⼟地⼜は⼯作

物の存在及び

供⽤ 

・地 形 改 変 後

の ⼟ 地 及 び

⼯ 作 物 の 存

在 

a. 景観の状況 

(ｱ) 主 要 な 視 点 場 の 状

況 

(ｲ) 主 要 な ⾃ 然 景 観 及

び 都 市 景 観 資 源 等

の状況 

(ｳ) 主要な景観の状況 

b. ⾃然的・社会的状況 

(ｱ) 規制等の状況 

1) 都 市 計 画 法 に 規 定

する⾵致地区 

2) 景 観 法 に 規 定 す る

景観計画 

3) 札 幌 市 景 観 条 例 に

規 定 す る 景 観 計 画

重 点 区 域 及 び 景 観

ま ち づ く り 推 進 区

域 

4) 札 幌 市 景 観 条 例 に

規 定 す る 都 市 景 観

形 成 基 準 及 び 地 域

景観形成基準 

予測内容 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び

供⽤ 

・主要な(眺望)景観の改変

の程度及び内容 

予測⽅法 

調査結果(現況写真)に対

し、事業計画に基づき計画建

築物を合成して計画建築物

を含む完成予想図(フォトモ

ンタージュ)を作成し、現況

写真との⽐較を⾏うことに

より、代表的な眺望地点から

の景観の改変の程度を予測

する⽅法とした。 

予測地域 

予測地域は、対象事業の実

施により景観が影響を受け

るおそれのある地域として、

近景域と呼ばれる範囲(事業

区域から約500mの範囲)及

び主要な眺望地点とした。 

予測時期 

計画建築物の建設⼯事の

完了後における適切な時期

とした。 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

・計画建築物の形状、⾊彩等が周辺の

街並みと調和するよう努める。 

・⾼層部を事業区域南側に配置する

ことで、事業区域北側の札幌駅南⼝

駅前広場への⾼層部による圧迫感

の軽減に努める。 

・南⼝駅前広場及び札幌駅前通の既

存建築物と連続する⾼さの基壇部

(約60m)とし、周辺の街並みとの調

和を図るとともに、囲われ感や⼀体

感の感じられる広場、通りの空間形

成を図る。 

・札幌駅南⼝駅前広場に⾯して滞留

空間を設け、駅前広場からの賑わい

を受け⽌め、駅前としての賑わいあ

る景観形成を図る。 

・「札幌市景観計画」に規定される景

観計画重点区域のうち、事業区域が

含まれる「札幌駅前通北街区地区」

及び「札幌駅南⼝地区」の景観形成

基準等に⽰される緑化計画等を参

考とし、屋内外で緑が感じられ、四

季の彩りを演出するよう、植栽の種

類や配置に配慮した計画とする。 
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予測及び評価の結果 

回避・低減 

に係る評価 

事業区域及びその周囲においては、⾚れんが庁舎前庭内で保全対象とした動植物の種⼜は⽣物群

集が確認された。 

本事業では⾚れんが庁舎前庭内の直接的な環境の改変はないこと、計画建築物の存在により保全

対象とした動植物の種⼜は⽣物群集の⽣育・⽣息箇所への間接的影響(⾵環境、⽇照の変化)は軽微

であると考えられることから、⽣態系への影響は、事業者の実施可能な範囲内で回避・低減されて

いると評価する。 

なお、⾶翔する動物種の移動経路は、計画建築物の存在により縮⼩される可能性があるが、通過

可能な空間は周辺に広く分布していることから、移動経路への影響は軽微であると考えられる。 

 

基準・⽬標 

との⽐較 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

・札幌市景観計画によると、現況の札幌駅前通は、札幌駅南⼝駅前広場からの⾒通し景(ビスタ)が

効いた統⼀感のある通りが形成されている。『札幌駅前通北街区地区』においても、街並みの⽬標

像とする『都市形成の歴史を活かした統⼀感のある街並み』の中で中⾼層部の壁⾯位置の連続性

が謳われている。計画建築物は、⾼さ約60mの基壇部を配置し、周辺の既存建築物との連続性に

配慮する計画であり、札幌駅前南⼝駅前広場からの⾒通し景に配慮した統⼀感のある街並みの形

成に寄与すると評価する。 

また、『札幌駅南⼝地区』における誘導基準では、札幌駅前南⼝広場からの広がり感を演出する

ため、中⾼層部の圧迫感の軽減や、隣り合う建築物等とのスカイラインの連続性に配慮するよう

謳われている。計画建築物の⾼層部は、事業区域北側境界からの後退距離をできる限り確保する

計画であり、計画建築物⾼層部による札幌駅南⼝駅前広場への圧迫感の軽減が図られていると評

価する。 

回避・低減 

に係る評価 

本事業では、⾼層部を事業区域南側に配置することで、事業区域北側の札幌駅南⼝駅前広場への

⾼層部による圧迫感の軽減に努めること、南⼝駅前広場及び札幌駅前通の既存建築物と連続する⾼

さの基壇部(約60m)とすることなど、周辺の街並みと調和するよう配慮しており、景観への影響は、

事業者の実⾏可能な範囲内で回避・低減されていると評価する。 
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表8.2-1(8) 調査、予測及び評価の結果 

環境 

要素 

影響要因 

の区分 
調査内容 

予測内容 

予測⽅法 
環境保全のための措置 

⼈
と
⾃
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

⼟地⼜は⼯作

物の存在及び

供⽤ 

・地 形 改 変 後

の ⼟ 地 及 び

⼯ 作 物 の 存

在 

a. ⼈と⾃然との触れ合い

の活動の場の状況 

(ｱ) ⼈ と ⾃ 然 と の 触 れ

合 い の 活 動 の 場 の

状況 

(ｲ) 主 要 な ⼈ と ⾃ 然 と

の 触 れ 合 い の 活 動

の場の分布、利⽤の

状 況 及 び 利 ⽤ 環 境

の状況 

予測内容 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び

供⽤ 

・主要な⼈と⾃然との触れ

合いの活動の場へのアク

セスルートの改変の程度

及び内容 

予測⽅法 

⼈と⾃然との触れ合いの

活動の場(⾚れんが庁舎前庭

及び創成川公園)へのアクセ

スルートを踏まえ、事業計画

に基づき、事業区域隣接歩道

における歩⾏者への環境保

全のための措置等を整理す

る定性的な⽅法とした。 

予測地域 

予測地域は、対象事業の実

施により⼈と⾃然との触れ

合いの活動の場へのアクセ

スルートへの影響を受ける

おそれのある地域とした。 

予測時期 

供⽤開始後事業活動が定

常状態に達した時期とした。 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

・事業区域内に隣接歩道に⾯して⼀

体となる歩道状空地を設け、快適な

歩⾏空間を確保する。 

・駐⾞場出⼊⼝は主要な歩道である

札幌駅前通及び北５条⼿稲通への

設置は避け、事業区域南側(北４条

通)及び東側(⻄３丁⽬線)に設け、歩

⾏者への影響の軽減を図る。 

・駐⾞場出⼊⼝への警報ブザー設置

の検討、必要に応じた交通誘導員配

置の検討を⾏い、歩⾏者の安全性を

確保する。 

廃
棄
物
等 

⼯事の実施 

・切 ⼟ ⼯ 及 び

盛 ⼟ ⼯ 等 に

よ る 造 成 ⼯

事 並 び に ⼯

作 物 の 設 置

等 

 

⼟地⼜は⼯作

物の存在及び

供⽤ 

・事業活動 

a. 廃棄物等の状況 

(ｱ) 撤去建造物の状況 

(ｲ) 建設発⽣⼟の状況 

(ｳ) 特 別 管 理 廃 棄 物 の

状況 

b. ⾃然的・社会的状況 

(ｱ) 規制等の状況 

1) 事 業 区 域 及 び そ の

周 辺 に お け る 廃 棄

物等の分別、収集運

搬及び処分の状況 

2) 廃 棄 物 等 に 係 る 環

境施策の⽬標等 

予測内容 

⼯事の実施 

・建設⼯事に伴う廃棄物等 

 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び

供⽤ 

・事業活動に伴い発⽣する

廃棄物等 

予測⽅法 

・建設⼯事 

⼯事計画に基づき、⼯事に

伴う廃棄物等の種類ごとの

発⽣及び処分の状況を把握

する⽅法とした。 

・事業活動 

事業計画に基づき、廃棄物

排出原単位を⽤いて、対象事

業の実施に伴う廃棄物等の

種類ごとの発⽣及び処分の

状況を把握する⽅法とした。 

予測地域 

予測地域は、事業区域とし

た。 

予測時期 

⼯事中の代表的な時期と

して、解体⼯事及び新築⼯事

の随時、及び供⽤開始後事業

活動が定常状態に達した時

期とした。 

⼯事の実施 

・建設廃棄物は分別収集を徹底して、

種類に応じて排出し、再資源化の促

進及び不要材の減容化に努める。 

・建設発⽣⼟は可能な限り有効利⽤

を図り、処分地へ運搬する量の減量

化に努める。 

 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

・発⽣した廃棄物は、計画建築物内に

て分別収集・回収を⾏い、許可を受

けた廃棄物処理業者により排出し、

適正に処理・処分するよう努める。 

・「札幌市廃棄物の減量及び処理に

関する条例」に基づき、⼗分な広さ

の廃棄物保管施設を計画建築物内

に整備する。 
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予測及び評価の結果 

回避・低減 

に係る評価 

本事業では、事業区域内に隣接歩道に⾯して⼀体となる歩道状空地を設け、快適な歩⾏空間を確

保すること、駐⾞場出⼊⼝は主要な歩道である札幌駅前通及び北５条⼿稲通への設置は避け、事業

区域南側(北４条通)及び東側(⻄３丁⽬線)に設け、歩⾏者への影響の軽減を図ること、及び駐⾞場

出⼊⼝への警報ブザー設置の検討、必要に応じた交通誘導員配置の検討を⾏い、歩⾏者の安全性を

確保することから、⼈と⾃然との触れ合いの活動の場へのアクセスルートへの影響は、事業者の実

⾏可能な範囲内で回避・低減されていると評価する。 

 

回避・低減 

に係る評価 

本事業では、⼯事中の撤去建造物の撤去⼯事に伴う再資源化率は約98.4%、新築⼯事に伴う建設

廃棄物の再資源化率は約92.8%、供⽤後の再資源化率は約19.8％である。 

また、⼯事中には建設廃棄物は分別収集を徹底して、種類に応じて排出し、再資源化の促進及び

不要材の減容化に努めること等、供⽤後には発⽣した廃棄物は、計画建築物内にて分別収集・回収

を⾏い、許可を受けた廃棄物処理業者により排出し、適正に処理・処分するよう努めること等を実

施することから、廃棄物等への影響は、事業者の実⾏可能な範囲内で回避・低減されていると評価

する。 

  



- 366 - 

表8.2-1(9) 調査、予測及び評価の結果 

環境 

要素 

影響要因 

の区分 
調査内容 

予測内容 

予測⽅法 
環境保全のための措置 

温
室
効
果
ガ
ス 

⼟地⼜は⼯作

物の存在及び

供⽤ 

・事業活動 

a. 温室効果ガスの状況 

(ｱ) 温 室 効 果 ガ ス の 排

出 量 ⼜ は エ ネ ル ギ

ー の 使 ⽤ 量 に 係 る

原単位の把握 

(ｲ) 温 室 効 果 ガ ス の 排

出を回避・低減する

た め の 対 策 ⼜ は エ

ネ ル ギ ー の 使 ⽤ 量

を 低 減 す る た め の

対策の実施状況 

(ｳ) 温 室 効 果 ガ ス を 使

⽤ す る 設 備 機 器 の

状況 

b. ⾃然的・社会的状況 

(ｱ) 規制等の状況 

1) 事 業 区 域 周 辺 に 存

す る 環 境 保 全 型 地

域 冷 暖 房 事 業 等 の

位置、供給範囲、熱

源、供給能⼒等の状

況 

2) 温 室 効 果 ガ ス に 係

る 環 境 施 策 の ⽬ 標

等 

予測内容 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び

供⽤ 

・対象事業の実施に伴う環

境への温室効果ガスの排

出量⼜はエネルギーの使

⽤量の程度 

予測⽅法 

事業計画に基づき、温室効

果ガスの排出量⼜はエネル

ギーの使⽤量の原単位等を

基にそれらの排出量⼜は使

⽤量を算出する⽅法とした。 

予測地域 

予測地域は、事業区域とし

た。 

予測時期 

供⽤開始後事業活動が定

常状態に達した時期とした。 

⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤ 

・エネルギー効率の⾼い空調・換気設

備、給湯設備、照明設備の採⽤に努

める。 

・建物外装仕様等(Low-Eガラスの採

⽤、⾼断熱・⽇射負荷低減等)を検討

し、建築物の熱負荷低減に努める。 
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予測及び評価の結果 

回避・低減 

に係る評価 

本事業では、標準的な建築物と⽐較した計画建築物による温室効果ガス排出量の削減率は約

20.9%である。 

また、供⽤後にはエネルギー効率の⾼い設備の採⽤に努めること、建物外装仕様等(Low-Eガラス

の採⽤、⾼断熱・⽇射負荷低減等)を検討し、建築物の熱負荷低減に努めることを実施することから、

温室効果ガスの影響は、事業者の実⾏可能な範囲内で回避・低減されていると評価する。 
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第９章 事後調査の計画 

 

9.1 事後調査を⾏うこととした理由 

事業者⾃らが⼯事の実施、⼟地⼜は⼯作物の存在及び供⽤に係る環境の状況等について調

査を実施し、予測・評価結果の検証を⾏うとともに、対象事業の実施に伴い⼤きな影響が⽣

じている場合には、新たな環境保全のための措置を適切に講じることにより、環境への影響

の低減を図り、適正な事業実施に資することを⽬的として事後調査を⾏う。 

 

9.2 事後調査を⾏う項⽬、⼿法、地域、期間及びその選定理由 

事後調査を実施する項⽬は、事業特性、関係地域の概況、環境影響評価の調査の結果の概

要並びに予測及び評価の結果を勘案し、予測の不確実性の⾼い項⽬として、表9-1に⽰す項⽬

とする。 

また、調査⼿法等は、表9-2(1)〜(3)に⽰すとおりとする。 

 

表9-1 事後調査を実施する項⽬ 

項 ⽬ 区 分 事後調査の選定理由 

⾵ 害 

⼟地⼜は 

⼯作物の存在 

及び供⽤ 

計画建築物の建設後、⼀部の地点で⾵環境が悪化すると予測される

ことから、計画建築物の形状等の防⾵対策により影響を最⼩限に抑え

る計画である。これらの対策による⾵環境への影響の低減を確認する

ため、⾵観測を実施する。 

⽔ 質 ⼯事の実施 

掘削⼯事等における排⽔は、事業区域内に設置する仮沈砂槽等にて

処理した後、下⽔道⼜は創成川に排⽔する計画であり、類似事例実績

によると排⽔基準を下回ると考えられるが、これらを確認するため処

理後の⽔質を測定する。 

地盤沈下 ⼯事の実施 

掘削⼯事中は、揚⽔期間や揚⽔量を適切に設定することにより、周

辺への影響を最⼩限に抑える計画であり、これらを確認するため施⼯

管理⽤観測井によって地下⽔位を観測する。 

 

表9-2(1) ⾵害に係る事後調査内容 

調査項⽬ ⾵向、⾵速 

調査時期 供⽤開始後 

調査期間 １年間 

調査地点 事業区域内１地点（事業区域南⻄側周辺） 

調査⽅法 
「気象観測の⼿引き」(平成10年９⽉ 気象庁)等に基づき、⾵向・⾵速の連続⾃動測定

の⽅法に準拠して現地測定を⾏う。 

 

表9-2(2) ⽔質に係る事後調査内容 

調査項⽬ 浮遊物質量(SS)等 

調査時期 ⼯事中の排⽔を⾏う時期 

調査期間 適時 

調査地点 事業区域内(仮沈砂槽等の処理施設からの排⽔) 

調査⽅法 
「⽔質汚濁に係る環境基準について」(昭和46年12⽉ 環境庁告⽰第59号)等に定める

⽅法に準拠して現地測定を⾏う。 

 

表9-2(3) 地盤沈下に係る事後調査内容 

調査項⽬ 地下⽔位 

調査時期 掘削⼯事中 

調査期間 ⼭留⼯事の１ヶ⽉前から地下躯体⼯事完了の３ヶ⽉後までの期間 

調査地点 事業区域内 

調査⽅法 施⼯管理⽤観測井に⾃記式地下⽔位計を設置し、連続観測を⾏う。 
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9.3 事後調査報告書を作成する時期 

事後調査の結果については、調査の項⽬ごとにその結果を速やかにまとめ、札幌市⻑に提

出する。 

 

第10章 環境影響評価を委託した相⼿先 

 

・名 称：株式会社⽇本設計 

・所在地：本  社 東京都新宿区⻄新宿６丁⽬５-１ 

    ：札幌⽀社 札幌市中央区北１条⻄５丁⽬２-９ 

 

11章 ⼿続の経過の概要及び問い合わせ先 

 

11.1 ⼿続の経過の概要 

本事業に係る環境影響評価の⼿続きは、札幌市環境影響評価条例第８条から第14条及び第

17条から第25条に基づき実施する。 

⼿続きの経過の概要は、表11-1に⽰すとおりである。 

 

表11-1 ⼿続きの経過 

⽇ 時 内 容 備 考 

令和２年４⽉28⽇(⽕) 計画段階環境配慮書の提出  

令和２年４⽉30⽇(⽊) 

〜令和２年５⽉29⽇(⾦) 

計画段階環境配慮書の公告・

縦覧・意⾒募集※1 

新型コロナウイルスの感染拡⼤防⽌の

観点から、縦覧期間中における説明会の

開催を中⽌し、ホームページへの情報掲

載により周知に代えた。 

令和２年５⽉21⽇(⽊) 

〜令和２年５⽉29⽇(⾦) 

令和２年度第１回環境影響評

価審議会の開催(書⾯会議) 

事前審査 

令和２年６⽉24⽇(⽔) 

〜令和２年６⽉30⽇(⽕) 

令和２年度第２回環境影響評

価審議会の開催(書⾯会議) 

諮問 

令和２年７⽉17⽇(⾦) 

〜令和２年７⽉27⽇(⽉) 

令和２年度第３回環境影響評

価審議会の開催(書⾯会議) 

答申案 

令和２年８⽉５⽇(⽔) 配慮書についての市⻑の意⾒  

令和２年10⽉30⽇(⾦) 環境影響評価⽅法書の提出  

令和２年11⽉２⽇(⽉) 

〜令和２年12⽉１⽇(⽕) 

環境影響評価⽅法書の公告・

縦覧・意⾒募集※2 

新型コロナウイルスの感染拡⼤防⽌の

観点から、縦覧期間中における説明会の

開催を中⽌し、ホームページへの情報掲

載により周知に代えた。 

令和２年12⽉21⽇(⽉) 

〜令和２年12⽉25⽇(⾦) 

令和２年度第８回環境影響評

価審議会の開催(書⾯会議) 

事前審査 

令和３年１⽉28⽇(⽊) ⽅法書に係る⾒解書の提出 意⾒書１件 

注）配慮書についての意⾒の提出がなかったため、配慮書に係る⾒解書は⼿続きを省略した。 

※1：意⾒募集期間は、令和２年４⽉30⽇(⽊)〜令和２年６⽉12⽇(⾦)まで 

※2：意⾒募集期間は、令和２年11⽉２⽇(⽉)〜令和２年12⽉15⽇(⽕)まで 
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表11-1(つづき) 

⽇ 時 内 容 備 考 

令和３年２⽉５⽇(⾦) 

〜令和３年２⽉24⽇(⽔) 

⽅法書に係る⾒解書の縦覧  

令和３年２⽉12⽇(⾦) 

〜令和３年２⽉18⽇(⽊) 

令和２年度第10回環境影響評

価審議会の開催(書⾯会議) 

諮問 

令和３年３⽉16⽇(⽕) 

〜令和３年３⽉22⽇(⽉) 

令和２年度第11回環境影響評

価審議会の開催(書⾯会議) 

答申案 

令和３年３⽉26⽇(⾦) ⽅法書についての市⻑の意⾒  

 

11.2 問い合わせ先 

【問い合わせ先】 

〈札幌市〉 

・名 称：札幌市 まちづくり政策局 政策企画部 

     都⼼まちづくり推進室 札幌駅交流拠点推進担当課 

・所在地：札幌市中央区北１条⻄２丁⽬ 

・電 話：011-211-2692  

 

〈事業者〉 

・名 称：札幌駅南⼝北４⻄３地区市街地再開発準備組合 

・所在地：札幌市北区北６条⻄５丁⽬１-22 

・電 話：03-6380-1542(株式会社ヨドバシホールディングス 本社代表番号) 

 

【環境影響評価を受託した者】 

・名 称：株式会社⽇本設計 

・所在地：本  社 東京都新宿区⻄新宿６丁⽬５-１ 

札幌⽀社 札幌市中央区北１条⻄５丁⽬２-９ 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図書に使⽤した地図は、「基盤地図情報 縮尺レベル

2500」(国⼟地理院)をもとに、必要に応じて加筆修正

を⾏っています。 

この冊⼦は古紙配合の再⽣紙を使⽤しています。 


